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                                                                      平成 23 年 2 月 18 日 

各      位 
会 社 名  株式会社 ハマイ 
代表者名  代表取締役社長 浜井三郎 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６４９７） 
問合せ先  
役職・氏名 常務取締役管理本部長 入江万峯 

電話０３－３４９２－６７１１ 
 

  定款の一部変更に関するお知らせ 

 

       当社は、平成 23 年 2 月 18 日開催の取締役会において、「定款の一部変更の件」、「監査役 

      選任の件」、及び「会計監査人選任の件」を、平成 23 年 3 月 30 日開催予定の第 79 回定時株主 

総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

１．定款一部変更の件 

（1）変更の理由 

          ①株式会社大阪証券取引所の「企業行動規範に関する規則」第8条の規定に基づきコーポレー

ト・ガバナンスの強化を図るため、当社は会社法第2条第6号に定める大会社には該当してお

りませんが、新たに監査役会及び会計監査人を設置するため、当社定款第4条（機関）に 

「監査役会」および「会計監査人」を定めるとともに、第4章から「監査役」に関する規定を

削除し、第5章に「監査役および監査役会」に関する規定を独立させ新設すること、および 

第6章に「会計監査人」に関する規定の条文を新設するものであります。 

また、会計監査人がその期待される役割を十分に発揮できるように、変更案第42条で法令の 

規定する限度内でその責任を免除できる規定を新設するものであります。 

          ②上記変更に伴い、条数の変更その他条文の整備ならびに字句の修正を併せて行なうものであ

ります。 

 

         （2）変更の内容 

           変更の内容は、次のとおりであります。 

                                      （下線部分は変更箇所） 

現 行 定 款 変 更 案 
第 1章 総  則 

第 1条 

～   （条文省略） 

第 3条 

 

（機関） 

第 4 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。 

（1） 取締役会 

（2） 監査役 

（新設） 

（新設） 

第 1章 総  則 

第 1条 

～   （現行どおり） 

第 3条 

 

（機関）  

第 4条（現行どおり） 

 

     （1） （現行どおり） 

     （2） （現行どおり） 

（3）  監査役会 

（4）  会計監査人 
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第 5条 

～   （条文省略） 

第 20 条 

 

第 4 章 取締役、監査役および取締役会 

 

（員数） 

第 21 条 当会社の取締役は 8名以内、監査役は 3名

以内とする。 

（選任方法） 

第 22 条 取締役および監査役は、株主総会において

選任する。 

② 取締役および監査役の選任決議は、議決

権を行使することができる株主の議決権

の3分の1以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。 

③   （条文省略） 

 

（任期） 

第 23 条 取締役の任期は、選任後 2年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 

② 監査役の任期は、選任後 4 年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時までとする。 

③ 補欠として選任された取締役または監

査役の任期は、退任した取締役または監

査役の任期の満了する時までとする。 

   ④ 増員のため選任された取締役の任期は、

他の在任取締役の任期の満了する時まで

とする。 

第 24 条 

～   （条文省略） 

第 28 条 

 

（報酬等） 

第 29 条 取締役および監査役の報酬、賞与その他の

職務執行の対価として当会社から受ける

財産上の利益は、株主総会の決議によっ

て定める。 

（責任免除） 

第30条 当会社は、会社法第426条第1項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役およ

び監査役（取締役および監査役であった

者を含む）の損害賠償責任を法令の限度

において、取締役会の決議によって免除

することができる。 

第 5条 

～   （現行どおり） 

第 20 条 

 

第 4 章 取締役および取締役会 

 

（員数） 

第 21 条 当会社の取締役は 8名以内とする。 

 

（選任方法） 

第 22 条 取締役は、株主総会において選任する。 

 

② 取締役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の3分の1以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数を

もって行う。 

③  （現行どおり） 

 

（任期） 

第 23 条      （現行どおり） 

 

 

（第 33 条第 1 項に移行） 

 

 

② 増員または補欠として選任された取締役

の任期は、他の在任取締役の任期の満了す

る時までとする。 

 

 （第 23 条第 2項に移行） 

 

第 24 条 

～   （現行どおり） 

第 28 条 

 

（報酬等） 

第29条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価

として当会社から受ける財産上の利益（以

下「報酬等」という。）は、株主総会の決

議によって定める。 

（取締役の責任免除） 

第30条 当会社は、会社法第426条第1項の規定により、

任務を怠ったことによる取締役（取締役で

あった者を含む）の損害賠償責任を法令の

限度において、取締役会の決議によって免

除することができる。 



 
 

 - 3 -

② 当会社は会社法第427条第1項の規定に

より、社外取締役および社外監査役との

間に、任務を怠ったことによる損害賠償

責任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく責任の

限度額は、法令が規定する金額とする。

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（第 23 条第 2 項より移行） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

② 当会社は会社法第 427 条第 1項の規定によ

り、社外取締役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に

基づく責任の限度額は、法令が規定する金

額とする。 

 

第 5章 監査役および監査役会 

 

（員数） 

第 31 条 当会社の監査役は、4名以内とする。 

 

（選任方法） 

第 32 条 監査役は、株主総会において選任する。 

② 監査役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の 3 分の 1 以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う。 

 

（任期） 

第 33 条 監査役の任期は、選任後 4年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までとする。 

② 任期の満了前に退任した監査役の補欠と

して選任された監査役の任期は、退任し

た監査役の任期の満了する時までとす

る。 

 

（常勤監査役） 

第 34 条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役

を選定する。 

 

（監査役会の招集通知） 

第35条 監査役会の招集通知は、各監査役に対し、会

日の3日前までにこれを発する。ただし、緊

急を要する時は、この期間をさらに短縮す

ることができる。 

② 監査役全員の同意がある時は、招集の手続

きを経ないで監査役会を開催することがで

きる。 

 

（監査役会規程） 

第36条 監査役会に関する事項は、法令または本定款

のほか、監査役会において定める監査役会規

程による。 
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（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 章 計 算 

第 31 条 

 ～    （条文省略） 

第 34 条 

（報酬等） 

第 37 条  監査役の報酬等は、株主総会の決議によっ

て定める。 

（監査役の責任免除） 

第38条 当会社は、会社法第426条第1項の規定により、

任務を怠ったことによる監査役（監査役で

あった者を含む）の損害賠償責任を、法令

の限度において、取締役会の決議によって

免除することができる。 

② 当会社は会社法第 427 条第 1項の規定によ

り、社外監査役との間に、任務を怠ったこ

とによる損害賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該契約に

基づく責任の限度額は、法令が規定する金

額とする。 

 

第 6章 会計監査人 

 

（選任） 

第 39 条 会計監査人は、株主総会において選任する。

 

（任期） 

第 40 条 会計監査人の任期は、選任後 1年以内に終了

する事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会の終結の時までとする。 

   ②会計監査人は、前項の定時株主総会において

別段の決議がなされなかったときは、当該

株主総会において再任されたものとみ

なす。 

 

（報酬等） 

第 41 条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役

会の同意を得て定める。 

 

（会計監査人の責任限定契約） 

第42条 当会社は会社法第427条第1項の規定により、

会計監査人との間に、任務を怠ったことに

よる損害賠償責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該契約に基づ

く責任の限度額は、法令が規定する金額と

する。 

 

第 7章 計 算 

第 43 条 

 ～   （現行どおり） 

第 46 条 
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         （3）変更の日程 

            定時株主総会開催予定日  平成23年3月30日 

          定款変更の効力発生予定日 平成23年3月30日 

２．監査役選任の件 

（1）監査役選任の理由 

          「定款一部変更の件」が可決されますと、当社は監査役会設置会社となります。 

監査役は３名以上（うち２名は社外監査役）必要となりますので、新たに社外 

監査役２名を選任するものであります。 

           監査役吉羽真治氏は、現職として任期途中（就任後10年経過又直近の就任後 

３年経過）ではありますが、社外監査役として新たに選任をお願いするもので 

あります。手塚幸一氏は、１名増員のため社外監査役として選任をお願いする 

ものであります。 

なお、本議案の提出に関しましては、監査役全員の同意を得ております。 

 

（2）監査役候補者 

候補者

番号 

氏  名 

（生年月日） 

略歴及び重要な兼職の状況 所有する当

社株式の数

 1  吉 羽 真 治 

（昭和17年3月5日生）

昭和47年４月 弁護士登録 

平成13年３月 当社監査役（現任） 

2,000株 

 2  手 塚 幸 一 

（昭和23年9月5日生）

平成20年７月 東京国税局退官 

平成20年８月 税理士登録（現任） 

平成21年１月 当社顧問税理士（現任） 

   － 株 

            （注）1．監査役候補者と当社の間に特別な利害関係はありません。 

2．吉羽真治、手塚幸一の両氏は、社外監査役候補者であります。 

                 3．社外監査役候補者として選任した理由は、下記のとおりであります。 

吉羽真治氏は、弁護士として専門的見地から企業法務に関して精通されて 

おり、また手塚幸一氏は、税理士として企業の財務・税務に対して精通さ 

れておりますので、両氏とも社外監査役として職務を適切に遂行していた 

だけるものと判断したためであります。 

               4. 吉羽真治、手塚幸一の両氏が、原案どおり選任されますと、第3号議案定款 

一部変更の件が承認可決されることを条件として、責任限定契約を締結する 

予定であります。 

 

（3）就任予定日 

           平成23年3月30日（定時株主総会開催予定日） 
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３．会計監査人選任の件 

（1）会計監査選任の理由 

          「定款一部変更の件」が可決されますと、当社は会計監査人設置会社となります。 

新たに会計監査人を選任するものであります。 

          なお、本議案の提出に関しましては、監査役全員の同意を得ております。 

 

（2）会計監査人候補者の名称等 

名称 信成監査法人 

主たる事務所 東京都新宿区西新宿7-1-7ﾀﾞｲｶﾝﾌﾟﾗｻﾞA館1003号 

沿革 平成３年３月  大蔵省に設立申請す 

平成３年３月  大蔵省より設立認可を受ける 

平成３年４月  東京都新宿区に信成監査法人を設立 

概要 

（平成22年12月31日現在）

構成人員    公認会計士      １０名 

        公認会計士試験合格者  ２名 

        その他         ２名 

        合計         １４名 

被監査会社数              ３社 

資本金              １４百万円 

            （注）信成監査法人は、現在当社の金融商品取引法第193条の2第1項に基づく 

               監査証明を行っております。 

 

（3）就任予定日 

           平成23年3月30日（定時株主総会開催予定日） 

       

以 上 


